
令和３年度 猿払村統一的な基準による財務書類について（概要版） 

 猿払村では、国から示された統一的な基準による財務書類の作成を行っています。官庁会計（現金主義・単式簿記）と呼ばれる地方公共団体

の会計制度に対して、企業会計（発生主義・複式簿記）と呼ばれる手法を導入することで、減価償却費などのコスト情報や、資産・負債といっ

たストック情報の把握が可能となります。これらの情報を「見える化」することで、外部に対するわかりやすい財務情報の開示と、内部におけ

る行政マネジメントの向上を図ります。 

 

財務書類の範囲 

すべての地方公共団体において、一般会計等財務書類、全体財務書類、連結財務書類の 3種類が公表されることになっています。その範囲は、

一般会計、特別会計、一部事務組合、地方公社までとなっています。 

連結財務書類 

全体財務書類 

一般会計等 一般会計 

簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 

国民健康保険特別会計(事業勘定) 

介護保険特別会計(保険事業勘定) 

介護保険特別会計(介護サービス事業勘定) 

後期高齢者医療特別会計 

国民健康保険病院事業会計 

一
部
事
務
組
合 

南宗谷衛生施設組合 

地
方
公
社 

猿払村畜産振興公社 

稚内地区消防事務組合 猿払振興公社 

北海道後期高齢者医療広域連合   

北海道市町村職員退職手当組合   

北海道市町村総合事務組合   

北海道町村議会議員公務災害補償等組合   

北海道市町村備荒資金組合   

 



財務書類の種類 

（1）貸借対照表 

貸借対照表とは、基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高および内訳）を表示したものです。資産は猿払村がこれまでに住

民サービス提供のために形成し、今後も住民サービス提供のために利用される財産です。財産形成に係る財源が地方債等であれば負債に、市町

村税や国・道の補助金等であれば純資産に計上されます。 

（2）行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、1 年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの収集にかかる経費など、資産形成につながらない行政コストを

業務費用として記載したものです。行政コスト計算書は、損益をみることが目的ではなく、住民が受ける行政サービスのコスト（原価）計算に

重点が置かれています。なお、減価償却費については自治体から見れば、1年間の固定資産の価値の減少となりますが、住民側から見れば、その

金額に見合う施設やインフラに関するサービスの提供を受けたということを表しています。施設利用等に係る受益者負担を考える場合にはこの

ような見えないコストまで含めて議論することが重要です。 

（3）純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、純資産の変動を示したもので、政策形成上の意思決定またはその他の事象による純資産及びその内部構成の変動として

います。純資産の減少は、現役世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を享受する一方で、将来世代にその分の負担が

先送りされたことを意味します。逆に純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味するの

で、その分、将来世代の負担は軽減されたこととなります。 

（4）資金収支計算書 

資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを、性質の異なる三つの活動に分けて表示した財

務書類です。現金等の流れを表したものであることから、キャッシュ・フロー計算書とも呼ばれます。資金収支は業務活動収支、投資活動収支、

財務活動収支の３区分で構成されます。 

 

 



令和３年度一般会計等財務諸類概要 

 

 

 

 

 

資産        235.1億円 

有形・無形固定資産   207.0億円 

（道路、学校等） 

投資その他の資産     18.9億円 

（特定目的基金、長期貸付金等） 

流動資産          9.2億円 

 （現金、財政調整基金等） 

うち現金預金       1.1億円 

負債          60.3億円 

固定負債           54.2億円 

（地方債・退職手当引当金等） 

流動負債           6.1億円 

（1年以内償還予定地方債、賞与等引当金等） 

純資産         174.8億円 

前年度末資金残高   0.7億円 

＋ 

本年度資金増減    0.1億円 

業務活動収支       5.5億円 

投資活動収支      △9.5億円 

財務活動収支       4.1億円 

本年度末資金残高   0.8億円 

＋ 

本年度末歳計外現金残高 0.3億円 

前年度末純資産残高  182.7億円 

＋ 

本年度純資産増減    △7.9億円 

純行政コスト      △47.4億円 

財源（税収等）      39.5億円 

固定資産等の変動       なし 

 

本年度末純資産残高   174.8億円 

経常費用         48.8億円 

人件費             6.8億円 

（職員給与費、退職手当引当金繰入額等） 

物件費等           25.9億円 

（物件費、減価償却費等） 

その他             0.4億円 

（支払利息等） 

移転費用           15.8億円 

（補助金等、社会保障給付金等） 

 

経常収益         1.5億円 

（使用料・手数料、その他経常収益）  

 

臨時損益（差引）     △0.1億円 

 

純行政コスト       47.4億円 

貸借対照表 

資金収支計算書 

行政コスト計算書 

純資産変動計算書 

対応関係 



財務書類の分析 

 
※令和３年度統一的な基準による財務書類に関する情報より抜粋（総務省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 住民一人当たり資産額 

数値が高いほど、一人当たりの将来世代へ引き継ぐ

固定資産や、一人当たりの将来行政サービスに使用可

能な流動資産が多いということになります。 

猿払村は類似団体平均と比較して高い傾向にありま

すが、要因の一つとして集落が分散しており、その

為、道路をはじめとするインフラ資産や、学校や集会

施設をはじめとする公共施設が多いことが挙げられま

す。近年は緩やかな減少傾向で推移しています。 

② 歳入額対資産比率 

当該年度の歳入総額に対する資産合計の比率を算

出することにより、これまでに形成された資産が歳

入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資

産形成の度合いを測ることが出来ます。 

その年度の予算規模により増減する為、数年間の

平均による比較が必要となります。 

 

 

③ 有形固定資産減価償却率 

 猿払村が保有する資産がどれだけ減価償却が進ん

でいるか（古くなっているか）の割合を示す指標で

す。施設の建て替えや、改修工事等を行うと数値は

下がり、反対に事業を先延ばしすると数値は上がり

ますが、本村では計画的に施設の整備を行ってお

り、類似団体と近い数値で推移しており、緩やかに

増加している。 

 



 

令和３年度統一的な基準による財務書類に関する情報より抜粋（総務省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 純資産比率 

保有している全ての資産が、どの世代の負

担により行われたのかを示しており、世代間

負担の状況を把握することが出来ます。純資

産比率の増減は、現世代の負担割合の増減で

あるといえます。 

類似団体と近い数値で推移しており、緩や

かな減少傾向です。 

 

 

⑤ 将来世代負担比率 

これまで形成された固定資産（社会資本）

に対して、将来世代の負担が必要な地方債に

よる調達割合を算出（※ただし、この中には

将来地方交付税としてキャッシュバックされ

る地方債があるので、実質的な比率はさらに

低くなります。）する事で、将来世代の負担

の程度を把握します。 

類似団体と近い数値で推移しており、増加

傾向です。 

⑥ 住民一人当たり行政コスト 

住民一人当たりの行政コストを他団体と比

較することで、行政の効率性を分析すること

が出来ます。 

猿払村は類似団体と比較して、高い水準で

推移しています。病院事業への不採算補填、

福祉施設の運営費、上下水道事業の維持・管

理経費等が多額となっていることが要因とし

て考えられます。 

 



 
令和３年度統一的な基準のよる財務書類に関する情報より抜粋（総務省） 

 

 ⑦ 住民一人当たり負債額 

住民一人当たりの負債（借金）を他団体と比較すること

で、財政の持続可能性について分析することが出来ます。 

類似団体と比較して高い水準で推移しておりますが、そ

の要因の一つとして、集落が分散していることによる、資

産形成の多さがあります。その財源として地方債に頼らざ

るを得ない状況が続いており、増加傾向にあります。（※

将来的に交付税としてキャッシュバックされる有利な地方

債を優先して借入している為、実質的な数値は下がりま

す。） 

⑧ 基礎的財政収支 

業務活動収支及び投資活動収支の合算額を

算出することで、地方債等の発行収入と元利

償還額を除いた収支のバランスを示す指標に

なります。 

猿払村は近年マイナスで推移しており、地

方債借入により収支の均衡を図っています。 

 

 

 

⑨ 受益者負担比率 

この指標は、行政サービスの提供に係る経

費はどの程度村民の負担により賄われている

かを分析します。 

類似団体と比較すると低い水準にあり、受

益者負担が少ないといえます。 

令和 2年度は退職手当引当金の取り崩し等

の影響により経常収益が増加したため、類似

団体と比較し高い数値となっています。 

 

 


